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衆議院経済産業委員会ニュース 

平成 27.9.25 第 189 回国会第 31号 

 

９月 25日（金）、第 31回の委員会が開かれました。 

 

１ 請願審査に関する件 

・本委員会に付託された請願（19種 123 件）は、いずれもその採否の決定を保留しました。 

 

２ 江田委員長から、陳情書 17 件及び意見書 81件が本委員会に参考送付された旨の報告がありました。 

 

３ 閉会中審査に関する件 

・以下の案件について、採決の結果、賛成少数をもって閉会中審査の申出を行わないことに決しました。 

（賛成－共産、野間健君（無） 反対－自民、維新、公明 欠席－民主） 

① 分散型エネルギー利用の促進に関する法律案（奥野総一郎君外２名提出、衆法第 29号） 

② 熱についてエネルギー源としての再生可能エネルギー源及び廃熱の利用を促進する等のためのエネルギーの

使用の合理化等に関する法律等の一部を改正する法律案（田島一成君外２名提出、衆法第 36号） 

③ 国等によるその設置する施設の省エネルギー・再生可能エネルギー源利用改修の実施等に関する法律案（中根

康浩君外２名提出、衆法第 37号） 

④ 正規労働者雇入臨時助成金の支給に関する法律案（中根康浩君外２名提出、衆法第 39 号） 

・以下の案件について、採決の結果、賛成少数をもって閉会中審査の申出を行わないことに決しました。 

（賛成－維新、共産、野間健君（無） 反対－自民、公明 欠席－民主） 

① 原子力損害の賠償に関する法律及び原子力損害賠償・廃炉等支援機構法の一部を改正する法律案（足立康史君

提出、衆法第 42号） 

② 原子力災害対策特別措置法の一部を改正する法律案（足立康史君提出、衆法第 43号） 

③ 発電用原子炉施設の使用の開始又は再開に係る特定都道府県の同意に関する法律案（足立康史君提出、衆法第

44 号） 

④ 電気事業法等の一部を改正する法律案（足立康史君提出、衆法第 45 号） 

⑤ 特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律の一部を改正する法律案（足立康史君提出、衆法第 46 号） 

・以下の案件について、閉会中審査の申出を行うことに協議決定しました。 

① 経済産業の基本施策に関する件 

② 資源エネルギーに関する件  

③ 特許に関する件  

④ 中小企業に関する件  

⑤ 私的独占の禁止及び公正取引に関する件  

⑥ 鉱業等に係る土地利用の調整に関する件 

 ・参考人の出頭要求について、委員長に一任することに協議決定しました。 

 ・委員派遣承認申請に関する件について、委員長に一任することに協議決定しました。 

 


